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植物 防 疫研究課題の概要

農林水産省農林水産技術会議事務局 竹

は じ め に

農林水産省 の 平成 11 年度農林水産関係科学技 術振興

費 (概算決定額) は， 対 前 年 度 比 5 . 9%増 の 95 ， 675百

万円 で あ り ， そ の 中 で 農 林水産技術会議分 は， 78 ， 716 

百万円で 7 . 0%増， 事業費 だ け で見 れ ば 44 ， 950百万円

で 11 . 4%増 と な っ て い る 。 今年度 の 農 林水産技 術会議

関係の予算要求の特徴 を 要約す る と ， 以下の よ う に な る 。

I 農林水産省のプ ロ ジェ ク ト 研究の枠組

みの変更

従来， 農林水産省の プ ロ ジ ェ ク ト 研究 は， 特別研究，

一般別枠研究， 大型別枠研究， 連携開発研究， 総合的開

発研究， 新産業創出 フ ロ ン テ ィ ア 研究等， 予算規模や プ

ロ ジ ェ ク ト 研究 の 内容 に よ り 細か く 分かれて い た が， 平

成 10 年度 よ り プ ロ ジ ェ ク ト 研究 を 大 き く 三 つ の カ テ ゴ

リ ー に整理 し た 。 す な わ ち 研究者の ア イ デ ア に よ る 提案

公募型 のパ イ オ ニ ア 特別研究， 行政か ら の 要望 に迅速，

的確 に対処す る た め の行政対応特別研究， 従来の プ ロ ジ

ェ ク ト 研究で言 う と 一般別枠， 大型別枠， 連携開発， 総

合的開発研究 に 当 た る 予算規模の割 と 大 き い プ ロ ジ ェ ク

ト 研究で あ る 。

こ れ ら の プ ロ ジ ェ ク ト 研究 は， 作物対応研究， 畜産対

応研究， 現場即応研究， 環境研究， 総合研究， 国 際研

究， 先端技術開発研究， ゲ ノ ム 関係研究 と ， 研究対象や

目的 に よ り 大 き く 八つ に 仕分 げ され る 。

ま た ， 平成 9 年 の 科学技術会議 で取 り ま と め ら れ た

「国 の研究開発全般 に 共通 す る 評価 の 実施方法の在 り 方

に関す る 大綱的指針J を 受 け ， 農林水産技術会議 は「農

林水産省 に お け る 試験研究機関及び研究課題の評価 に 関

す る 指針J を 決定 し て い た が， 平成 10 年度 よ り 農林水

産技術会議所管 の す べ て の プ ロ ジ ェ ク ト 研究 に 評価 シ ス

テ ム を 導入 し た 。

E 技術開発の推進 と 普及

1 先端研究の強化

第二期 イ ネ ・ ゲ ノ ム 研究 を 引 き 続 き 推進 す る と と も
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に， 新 た に 遺伝子 レ ベ ル の 革新 的技術 を 駆使 し て ， 21 

世紀の食料 ・ 環境 ・ エ ネ ル ギ ー 問題 に 対応す る た め ， イ

ネ ・ ゲ ノ ム 研究 に よ り 単離された 有用遺伝子の機能解明

の強化， 生産性の高 い 画期的動植物 の 開発， 装飾物 を 用

い た 有用物質生産系の確立 の研究 を推進す る 。

ま た ， 遺伝子組換 え 農作物の 食品 と し て の安全性 を証

明す る た め の手法等 の 開発 を行 う 。

さ ら に ， 世界的 な競争下で行わ れ て い る 先端研究 を 加

速す る た め ， 競争的か つ機動的 な研究資金の分配 を 可能

と す る 仕組み を 整備す る と と も に ， 生物系特定産業技術

推進機構が提案公募方式 に よ り 行 う 基礎研究推進制度 を

拡充す る 。

「第二期 イ ネ ・ ゲ ノ ム 研究J (継続) ， 2 1 世紀グ リ ー ン

フ ロ ン テ ィ ア 研究 (新規)， 組換 え 体の産業利 用 に お け

る 安全性確保 に 関す る 総合研究J (新規) ， パ イ オ ニ ア 特

別研究 (特別研究等組換 え 拡充) ， 新 技 術新分野創 出 の

た め の基礎研究 (継続) 。

2 現場 ニ ーズに直結した技術開発の強化

大豆等転作作物 を 中心 に 機械化収穫 に 適 し た 品種の育

成や飼料特性 に優れた サ イ レ ー ジ 用 イ ネ の 開発等 に 取 り

組む。

ま た ， 緊急の行政ニ ー ズ に 迅速 ・ 的確な対応が可能 と

な る よ う ， 研究開始年度 の 直前 に テ ー マ を 設定 し て 臨機

応変 に研究が行 え る 仕組み を整備す る 。

「転作作物 を 中心 と し た 高 品質種の育成 と 省力生産技

術の 開発J (継続)， r行政対応特別研究J (特別研究組換

え拡充) 。

3 環境研究の強化

地球温暖化 の主要因 の一つ で あ る 二酸化炭素の収支解

明 に 資す る た め ， 我が国 の森林お よ び海洋 に よ る 二酸化

炭素固定量 を高精度 に 評価す る 。

「森林， 海洋等 に お け る 二酸化炭素収支 の 評価 の 高度

化J (新規) 。

4 研究成果の移転強化と民間研究の促進

官民交流共同研究事業 を ， 民間企業 ま た は 国立試験研

究機関が課題 を提示 し ， 相手先 を 広 く 募集 す る 仕組み に

改め る 。

ま た ， 民間 の研究開発能力 を 活用 し て 国立試験研究機

関の研究成果の実用化 を 促進す る と と も に ， ベ ン チ ャ 一

等の も つ研究開発能力 を 活用 す る 農林水産新産業技術開
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発事業 を拡充す る 。

さ ら に ， 国 の試験研究の成果の特許化等 を促進す る 観

点、か ら ， 弁理士 に よ る 支援体制 を 強化す る と と も に ， 取

得 し た 特許の 民間 に お け る 利 用 ・ 実 用 化 が 図 ら れ る よ

う ， 国 と 民間 を つ な ぐ コ ー デ ィ ネ ー タ 一等 を設置す る 。

こ のほか， 研究開発 に積極的な 中堅 ・ 中小企業 に対 し

て試験研究の成功度 に 応じて元本の返済を軽減す る 融資

制度 を整備す る 。

「官民交流共同研究J (継続) ， I農林水産業 ・ 食品産業

等先端産業技術開発事業J (継続) ， I農林水産新産業開

発事業J (継続) ， r工業所有権等 の 出願J (継続) ， r農林

水産技術調査及 び研究成果移転促進事業J (新規) 。 別 に

生物系特定産業研究推進機構の 出融資事業の う ち 「研究

開発型企業特別融資J (新規) 。

5 国際研究の強化

地球規模の食料 ・ 環境問題 に対応す る た め ， ア ジ ア地

域との研究 を 強化す る 。 ま た ， 国 内 の 重要研究 を補完す

る た め ， 先進国 と の共同研究 を 拡充す る 。

「国際研究交流の推進J (継続) ， r国際農林水産業研究

推進J (継続) 。

6 研究基盤の強化

農林水産省研究 ネ ッ ト ワ ー ク の セ キ ュ リ テ ィ 対策等 を

講ずる と と も に ， 研究用機械施設等の整備 を 実施す る 。

皿 ウ ルグアイ ・ ラ ウンド農業合意関連対

策の見直 し と 推進

1 農業経営に よ る生産展開のための基礎的条件の整

備一一生産現場に直結した新技術の開発一一
国， 都道府県， 民間 の研究勢力 を結集 し て ， 現場 に 直

結す る 総合的 な技術開発 を促進す る 。 こ の一環 と し て ，

生研機構 (生物系特定産業技術研究推進機構) を通じて

民間 の研究開発能力 を積極的 に 活用 し ， 革新的な農業技

術の緊急開発 を 実施す る (11 年度 で の 事業 に 必要 な 出

資額 50億 円 を 6 年度第 1 次補正予算に 一括計上) 。

次 に ， 平成 1 1 年度 に 実施予定 の 試験研究 の 中 で， 植

物防疫関係 の (課題が含 ま れ る ) プ ロ ジ ェ ク ト研究の概

要 は ， 以下の と お り であ る 。

( 1 )  作物対応研究

平成 1 1 年度 よ り 「麦等 の新用途 ・ 高 品 質畑作物品種

と 利 用 技術 の 開 発J (平成 8�17 年度) 等 を 組替 え 新 た

に 2 課題が実施され る 。

1) r麦類の高品質 ・ 早生化の た め の新品種育成及び品

質制御技術 に 関 す る 緊急研究J (平成 1 1�13 年度， 530 

百万 円) 。 新た な ム ギ政策 の 展 開 に 伴 い， ム ギ取引 は，

今後3�5 年 を 目 途 に 民間流通 に 移行す る こ と と な っ た

が， 国産ム ギ は， 例 え ば ASW と 比較 し て 製麺適正等が

劣 っ て い る と され る な ど， 概 し て輸入 ム ギ に 及 ばな い状

況 に あ る 。 こ の た め ， 3 年 を 目 途 と し て 主要地域別 に 研

究 目 標 を 設定 し， 製粉性や加工適正 に 優れた 高品質， 梅

雨前 の収穫が可能 な早生本種等 の育成 を 実需者 と の連携

の も と に緊急 に 行 う 。 ま た ， 新品種等 の 高位安定生産技

術の確立， 品質特性の向上 を 図 る た め の ブ レ ン ド 技術お

よ び新た な利用技術 の 開発 を行 う 。 さ ら に 新品種育成 と

並行 し て ， 優良 品種の早期選抜や色相等の品質制御技術

の確立 を 目 指す。 こ の 中 で病害虫 の 防除関係 で は ， コ ム

ギ赤か び病耐性系統育種 に 関連 し て マ イ コ トキ シ ン産生

機構や そ の制御関連の課題が 4 課題行わ れ， そ の他雑草

防除の課題が 2 課題行わ れ る 。

2 )  r転作作物 を 中心 と し た 高品質品種の育成 と 省力生

産 技 術 の 開 発J (平 成 1 l�17 年 度， 410百 万 円 ) 。 食

料 ・ 農業 ・ 農村基本問題調査会の答申 に お い て は ， 食料

の安定供給 を 図 る た め ， 重 要 な 品 目 に 関 し て は 可能 な 限

り 圏 内生産 の維持 ・ 拡大 を し て い く こ と の重要性が指摘

された 。 こ れ を踏 ま え ， 転作作物 に つ い て 一層 の低 コ ス

ト化， 品質向上 を 図 り ， 水 田 営農の高度化 を 図 る た め ，

ダイ ズ， 飼料作物等の機械化収穫適性品種の育成や飼料

特性 に 優れた ホ ー ル ク ロ ッ プサ イ レ ー ジ用 イ ネ の育成 を

行 う 。 テ ン サ イ ， パ レ イ シ ョ に 関 し て も 直播やパレイ シ

ョ の種子化等一層 の生産 コ ス トの低減や省力化技術 の 開

発， 高品質な 品種の育成 を行い経営基盤の強化 を 図 る 。

こ の 中 で防除関係 で は ， ダ イ ズ わ い化病， テ ン サ イ 根腐

病， パ レ イ シ ョ の マ イ ク ロ チ ュ ーパ一利 用 防除技術， カ

ン シ ョ 線虫害関連の課題が実施され る 。

3 )  r画期的新品種の創出 に よ る 次世代稲作技術構築の

た め の 基 盤 的 総 合 研 究J (平 成 7�16 年 度， 333百 万

円) 。 我が国の稲作 の 高 品質化や大幅 な コ ス トダ ウ ン を

図 り ， 農薬等化学資材の使用 量 を 合理的 に 減じた 低投入

型栽培 を 目 指 す た め ， 複数の病害虫や冷害 に 強 く ， 雑草

耐性 を有 し直播適性が高 く ， 高品質多収な品種な ど の画
期的新品種の創出 お よ び水稲 の 生理生態や， ス ト レ ス 耐

性 ・ 病害虫抵抗性の解明等 に よ り 次世代稲作生産の 基盤

と な る 技術 の 開発 を 行う。 病害虫関係課題 と し て は ， 同

質遺伝子系統 に お け る 病害発生抑止機構の解明や， ウ ン

カ 類等 の 自 己防衛機能 の解明等 を 行 う 。

( 2 ) 現場即応研究

1) 行政対応特別研究

21 世紀を直前 に し て 社会経済構造 や 政策 の 変化 が加

速 し て い る 中 で， 行政施策 の 変化や生産現場で生 じ た 問

題 に 迅速か つ 的確 に 対応 し た 研究 の推進の た め ， 現行の

研究予算の 仕組み を改め， 課題設定 に 係 る 適切な評価等
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を組み合わ せた行政ニ ー ズ対応の枠予算を創設 し た。 本

年度 は既存の特別研究 も 含 め 415百万円 が計上された 。

こ の う ち 病害虫関係の課題 は ， 現在 3 課題であ る 。 日

本各地で集団枯損が発生 し て い る ナ ラ 類 に加筈す る カ シ

ノ ナ ガ キ ク イ ム シ の加害機構や共生菌類 に よ る 生理的障

害 を 中心 に 研究す る 「ナ ラ 類の集団枯損機構の解明 と 枯

損防止技術の開発J (平成 10� 13 年度， 20百万円) ， 湛

水直播技術の実用化の障害 と な っ て い る ス ク ミ リ ン ゴ ガ

イ の生育初期 の食害 を 防除 す る ため の技術開発 を 行 う

「水 回生態系 に お け る ス ク ミ リ ン ゴ ガ イ の総合的管理技

術の開発J (平成 9� 12 年度， 24百万円 ) ， お よ び寒地

に お け る ム ギ類や牧草等の低温下での代謝や雪腐病菌等

の物質代謝 と 感染機構の研究 を 行 う 「低温限界環境下 に

お け る 作物 ・ 微生物の代謝制御系 の解明J (平成 9� 11

年度， 20百万円 ) が実施され る 。 こ の ほ か ス イ カ の種

子伝染性病害の防除 に 関す る 研究 を行 う 予定であ る 。

2) r農林水産物 に お け る 病原性大腸菌等の汚染防除 に

関 す る 研究J (平成 9� 1 1 年度， 40百万円 ) 。 消 費 者 が

安心 し て摂取で き る 良質な食品 を 提供す る た め ， 家畜お

よ び堆肥 に お け る 大腸菌動態解析 と 浄化技術の開発， 農

林水産物の生産加工 ・ 流通 に お け る 微生物管理技術の高

度化 に 関 す る 研究 を行 う 。

( 3 ) 環境研究

こ の分野で は， 平成 1 1 年度 よ り 新 た に 3 課題行わ れ

る こ と に な っ た 。 こ の う ち 植物防疫 に 関連す る の は 「持

続的農業推進のた め の革新的技術 開発 に 関 す る 総合研

究J (拡充) 及 び「農林水産業 に お付 る 内分泌か く 乱物

質の動態解明 と 作用機作 に 関 す る 総合研究」 であ る 。

1 )  r持続的農業推進のた め の革新的技術開発 に 関 す る

総合研究J (平成 10� 15 年度， 386百万 円) 。 我 が 国 の

農業 を環境 と 調和 した持続性の高 い 農業へ と 移行させ て

い く 必要性が強調されて い る が， こ のため に は， こ れ ま

での技術 をさ ら に 進 め た 環境負荷低減のた め の革新的技

術の開発， 既存技術の総合化 に よ る 現場で普及で き る 技

術体系の確立， 環境への影響評価技術の開発が重要 と な

っ て き て い る 。 こ の研究 で は ， こ れ ら 問題 に 対応す る た

め， rl . 環境負荷低減のた め の革新的農業技術の開発J ，

r2 . 環境負荷低減のため の病害虫群高度管理技術の開

発J， r3 . 環境影響評価のた め の ラ イ フ サ イ ク ル ア セ ス

メ ン ト 手法の開発jの三 つ の系 か ら 構成されて い る 。 植

物防疫関係 で は， 1 系 の 中 の「農薬依 存 防 除 か ら の脱

却J で主 に 生物的防除技術 に 関 し て 12 課題で取 り 組む。

2 系 は ， ま さ に IPM 研 究 で あ り ， 野 菜， 果 樹， 茶， イ

ネ， 畑作物 に つ い て 48 課題で総合防除技術の体系化 を

行 う 。

2) r農林水産業 に お け る 内分泌か く 乱物質の動態解明

と 作用機作 に 関 す る 総合研究J (平成 1 1� 1 6 年度， 512 

百万円 ) 。 内分泌か く 乱物 質 は ， 主 と し て 水， 大 気 を 介

し て拡散 し， 食物連鎖に よ り 生物濃縮され る 。 農林水産

業 に お い て は ， ダイ オ キ シ ン類の水田 への残留， 河川 へ

の流出等 に よ る 拡散， ま た， 食品への溶出， 蓄積の可能

性 も 指摘されて い る 。 そ こ で， 農林水産業 に お け る 内分

泌か く 乱物質の影響実態の把握や環境中 での広域的か っ

長期的動態解明， 農林水産生物への作用機作の解明 を行

う と と も に ， 同物質の分解， 無毒化等 に よ る 影響防止技

術 を 開発す る 。 こ の中 で い く つ かの農薬 由来の物質に つ

い て も 検討 を加 え る こ と に な っ て い る 。

3) r農林水産業及び農林水産物貿易 と 資源 ・ 環境 に 関

す る 総合研究J (平成 8� 12 年度， 173百万円 ) 。 農林水

産業お よ び農林水産貿易が資源 ・ 環境 に 与 え る 影響の客

観的評価手法 を 開発す る た め に ， 水資源 ・ 土壌資源等 に

つ い て ， マ ク ロ レ ベ ル か ら のア プ ロ ー チ に よ り ， 国際比

較可能 な計量指標であ る マ ク ロ イ ン デ ィ ケ ー タ ー を 策定

し， 影響評価を行 う 。 こ の中 で， 農薬の環境への影響 に

関す る マ ク ロ イ ン デ ィ ケ ー タ ー の策定 を行 う 。

( 4  ) 総合研究

1) r先導的技術実用化促進のた め の研究J (平成 1 1 年

度， 524百万円) 。 農業 を 取 り 巻 く 厳 し い 状 況 の 中 で，

農業者が夢を持 っ て 農業 に取 り 組め る よ う 現場 で利 用 で

き る 革新的技術の開発 を 実施す る 。 具体的 に は ， 国の試

験研究機関 に お い て ， ①国の持 つ 最新の基礎的研究成果

を都道府県 に 受 け渡す こ と がで き る よ う ， こ れ ら を 組み

合 わ せ て 農業者の圃場 を活用 し た 実証試験 を行い先導的

な技術体系 と す る た め の総合研究や ， ②都道府県や民間

への研究開発の指導 を 実施 し て い る 。 こ の中 で， r地域

先導技術総合研究J (平成 1 1 年度， 4 1 1百万円 ) に お い

て 17 課題が実施されて い る が， r生物利用 に よ る 寒冷地

環 境 保 全 型 ア ブ ラ ナ 科 野 菜 栽 培 技 術 の 確 立J (平 成

10� 14 年度) な ど い く つ か の防除 関 係 の課題が実施さ

れて い る 。

2) r地域先端技術共 同 研 究 開 発 促進 に 要 す る 経費」

(平成 8� 15 年度， 83百万円 ) 。 こ こ で は ， パ イ テ ク 等

高度 な先端技術 を 国 の研究機関 と ， 公立試験研究機関，

大学， 民間 を組み込んで地域 に おげ る 産学官の共同研究

を 実施す る う え で， 国立試験研究機関が公立試験研究機

関等への指導 ・ 調整お よ び実用 的研究 を 推進す る う え で

の基礎的研究 を 実施す る 。

植物防疫関係 で は ， r ウ イ ル ス 病害抑制技術の開発」

があ る 。
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( 5 ) 国際研究

1) 国 際農林水産業プ ロ ジ ェ ク ト 研究

開発途上国 に お い て ， 我が国 の進め る 農林技術協力 に

必要な技術の 開発 に 関 す る 試験研究並 び に 農林業の研究

領域の拡大 と 研究水準 の 向 上 に 役立つ 試験研究の う ち 組

織的 に 実施す る も の であ り ， 国際農林水産業研究セ ン タ

ー が担 当 し て い る 。 平 成 1 1 年 度 予 算 の 実施課題 数 は

11， 総予算 は 346百万円であ る 。

植物防疫関係 の課題 と し て は， r北及 び東 ア フ リ カ 地

域 に お け る バ ッ タ 類 の 生合理的害虫管理法 の 開発J (平

成 7�11 年度， ケ ニ ア ) があ る 。

2)国際農林水産業広域型 プ ロ ジ ェ ク ト 研究

自 然条件， 農業条件等 の類似す る 国が共通 し て 抱 え る

問題や ， 広域移動性病害虫等の複数固に影響が及ぶ問題

に つ い て ， 大学 ・ 民間等の 国立研究機関以外の研究者や

海外現地の研究者 と 広域的か つ 大規摸な共同研究 の効率

的促進 を 図 る と と も に ， 国 内外の途上国農林水産業研究

者の育成 に 資 す る 研究推進事業で， 国際農林水産業研究

セ ン タ ー が担当 し て い る 。

「南米大豆広域型総合 プ ロ ジ ェ ク ト J (平成 9�18 年

度， 129百万円)

( 6 ) 先端技術開発研究

1 ) パ イ オ ニ ア 特別研究

世界的な研究開発競争に対応す る た め， 研究課題の募

集， 外部評価に よ る 課題の採択等 に よ り 競争性 を重視す

る と と も に ， 最新の研究動向 に基づいた研究 テ ー マ を設

定 し う る よ う ， 課題の企画か ら 実施 ま での期間を大幅 に

短縮す る 新た な研究 プ ロ ジ ェ ク ト 制度 を創設す る 。 今年

度 は， す で に 実施 さ れて い る 特別研究 も 含めて 610百万

円が計上 さ れた 。

植物防疫関係 の課題 は ， リ ョ ク ト ウ の耐虫性育種の過

程か ら 発見 さ れた ア ズ キ ゾ ウ ム シ 耐虫性の環状ペ プチ ド

と 豆類 に お げ る 同類物質の更な る 探索お よ び利用技術の

開発 に 関 す る 「植物の殺虫性環状ペ プチ ド 類の探索 と 利

用 技術の 開発J (平成 10�13 年度， 52百万円) が 引 き

続 き 実施 さ れ る 。

2) r植物の代謝系遺伝子 を活用 し た 新雑草防除技術の

開発J (平成 9�14 年度， 200百万円) 。 除草剤使用量 の

削減 に よ る 環境負荷の 少 な い安全で省力 的雑草防除体系

の要請に応 え る た め， 植物代謝系 を利用 し た 除草剤用化

学物質の選択 と 除草剤選択性作物の 開発や画期的農薬利

用技術の 開発 を産学官の連携に よ り 進め る と と も に ， そ

の成果 を円滑に民間 に移転 し ， 我が国独 自 の 除草剤 と そ

の 除草剤 に よ り 生育上の影響 を 受 け な い遺伝子組換 え作

物を組み合わ せ た 除草剤使用 量 を 最少 に す る 新雑草防除

技術の確立 を推進す る 。

3) r新需要創出 の た めの生物機能 の 開発 ・ 利 用 技術の

開発 に 関 す る 総合研究 (バイ オ ル ネ ッ サ ン ス 計画) J (平

成 3�12 年度， 439百万円) 。 農林水産物 の 従 来 の 用 途

を一層拡大す る と と も に ， 新 た な需要 を喚起 し ， 新 し い

形質や機能 を備 え た 生物分解性 プ ラ ス チ ッ ク 等 の産業用

素材 を 開発す る た め， 我が国 の 多様 な 生物資源の 有す る

機能 に 着目 し ， そ れ ら の持つ新た な特性の解明 ・ 評価お

よ び変換技術等 の 開発 を目指す。 病害虫関係の研究室 は

森林総研の 1 研究室 の み で あ る 。

4) r昆虫 の 機能利用 と 資源化 に 関 す る 基礎研究J (平

成 5�12 年度， 83百万円) 。 近年 の 基礎生物学の成果の

応用 に よ り ， 昆虫が持つ特異機能の解明， 昆虫が生産す

る 特異物質の解明 に 着手す る と と も に ， こ れ ら の機能や

有用物質 を利用 す る た めの 基盤 と な る 技術 と し て の， 昆

虫お よ び昆虫培養細胞の大量増殖技術等 を解明 し， 農林

水産業 に 新 し い技術分野 を確立す る た めの基礎研究 を 行

う 。 病害虫関係 で は ， 昆虫病原微生物の特性解明お よ び

利用技術の 開発， 見虫病原微生物等 の 評価お よ び利用技

術の開発， と い っ た 課題が あ る 。

5) r病原微生物の 遺伝子解析 と 利 用 技術の 開 発J (平

成 7�12 年度， 81百万円) 。 病原微生物 に つ い て 病原性

発現 に 関与す る 特異的遺伝子の検索 ・ 単離， 構造お よ び

機能解析を通 じ て病原性発現機構 を 解明 し ， こ れ を 基盤

と し た 新 し い診断法お よ び防除法 の 開発 を行 う 。

( 7 )  ゲ ノ ム 関係研究

「形態 ・ 生理機能 の 改変 に よ る 新農林水産生物 の 創出

に 関 す る 総 合 研 究 (バ イ オ デ ザ イ ン 計 画) J (平 成

10�19 年度， 480百万円) 。 遺伝子操作技術等 を 用 い て

農林水産生物が持つ 固有の形態 ・ 生理機能 を 改変 し ， こ

れ ま で は 不可能 と さ れた優れた形態や機能 を有す る 農林

水産生物 を創出 し， 目的生産物の 飛躍的増大 を 図 る た め

の研究 を ， 長期的視点、 に 立 っ て 行 う 。 植物防疫 に 直結 し

た課題 は な い が， 将来 に 向 け た 基礎的研究 に 関 し て 数研

究室が参加 し て い る 。

( 8 ) 侵入病害虫 の 防 除 に 関 す る 研究

海外から侵入 し た 害虫や そ の害虫 が媒介す る 微生物や

ウ イ ル ス に よ っ て 引 き 起 こ さ れ る 病気であ っ て ， 放置す

る と 急速 に 圏内 に ま ん延 し ， 農作物 に 多大な被害 を 及 ぽ

す こ と が懸念 さ れ る も の の う ち ， 薬剤 に よ る 防除が困難

な も の， 当 該病害虫 に 関す る 知識が不足 し て い る た め に

有効な 防除対策が と れな い も の を対象 と し て ， 既 に 被害

が発生 し て い る 都道府県 の 試験研究機関 の協力 の 下 に ，

当該病害虫 の生理， 生態の解明並 び に 耕種的防除 を 中心

と し た 防除体系 の確立 に 関 す る 研究 を 緊急に行 う た めの
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も の であ る 。 袋 一1 病害虫分野の指定試験

本年度か ら ， 新た に 「カ ン キ ツ グ リ ー ニ ン グ病媒介昆

虫 ミ カ ン キ ジ ラ ミ の 防除 に 関 す る 研究J (平成 1l�13 年

度， 304万円 ) が始 ま る 。 そ の 他「オ オ タ バ コ ガ防除 に

関 す る 研 究J ( 平 成 1O�13 年 度， 332万 円 ) が 継 続 さ

れ， rア ル フ アル フ ァ タ コ ゾ ウ ム シ の 防除 に 関 す る 研究」

(平成 8�12 年度， 302万円) は 平成 10 年度終了予定 を

さ ら に 2 年間延長 し て 平成 12 年度 ま で継続 と な っ た 。

W 他省斤計上予算

科学技術庁， 環境庁の一括計上予算 の 中 で， 関連 し た

試験研究 を 行 っ て い る 。

1 科学技術庁関係

原子力研究費 に つ い て は， 直接 に 関 連す る 課題 は な

い。 科学技術振興調整費 に つ い て は 重点基礎研究 に お い

て ， 直接植物防疫や 昆 虫 に 関係 し た 課題が平成II 年度

に八つ予定 さ れて い る 。

2 環境斤関係

公害防止等試験研究 と し て 「小笠原森林生態系 の修

復 ・ 管理技術 に 関 す る 研究J (平成 7�1 l 年度， 森林総

研) が実施 さ れて い る 。

V 指 定 試 験

指定試験 と は 国 が行 う 必要 が あ る 試験研究の う ち ， 国

の試験研究機関 の置かれて い る 立地条件か ら ， こ れ を行

い得な い も の に つ い て ， 立地条件が適当 であ り ， かつ研

究員， 施設等 の整 っ て い る 都道府県の試験研究機関 を 指

定 し ， 委託実施す る も の で あ る 。

平成II 年度 に委託実施 さ れ る 病害虫分野の 指定試験

は， 9 課題で あ る (表-1 参照) 。

羽 都道府県への試験研究の助成

植物防疫関連課題 を含む， 都道府県の試験研究 に対す

る 助成 と し て は 次の事業が あ る 。

「地域基幹農業技術体系化促進研究J (平成II 年度概

算要求額 471百万円， 平成 7�1 l 年度) で は， r 1. 土

位霞 試験研究機関名 試験課題名
いもち病 福島農試 いもち病の省農薬防除体系確

立の ための高精度発生予察 シ
ス テ ム の開発

球根類病害 富 山 農技セ ン タ 花 き 球根類主要病害の制御技
一野菜花 き 試 術お よ び抵抗性検定法 の開発

いもち病 愛知良総試山間 いもち病菌変異機構の 解明 と
技術試験農場 抵抗性検定法の開発

牧草病害 山口農試 暖地 ラ イ グ ラ ス 類お よ び飼料
作物主要病害の発生機作の 解
明 と 抵抗性検定法の開発

果樹 カ メ ム シ類 福岡農総試生産 果樹類 に 発生す る カ メ ム シ類
環境研究所 の 生態解明 と 総合的防除妓術

の 開発
パ レ イ シ ョ 病害 長崎総農林試愛 暖地パ レ イ シ ョ 主要病害 ・ 線

野馬鈴薯支場 虫害の生態解明 と 抵抗性検定
法の開発

畑作病害虫 鹿児島農試大隈 暖地畑作物の病害虫防除法
支場

サ ト ウキピ病害 沖縄農試 さ と う き び病害制御技術お よ
ぴ抵抗性検定法の開発

南方系侵入害虫 沖縄農試 南方系侵入害虫 ま ん延防止の
ための最適防除技術の開発

地利用型農業技術体系 の確立」 に お い て 「イネ い も ち 病

の本田初発 プ ロ セ ス 解明 に よ る 高度 防 除 シ ス テ ム J (宮

城， 山形， 新潟， 北海道) な ど を 行 う 。

「新技術地域実用 化研究促進事業J (平成II 年度概算

要求額 280百万円 ) で は， 病 害 虫 防 除 の 課題 と し て ，

「病原菌 の 低密度管理手法 に よ る 都市近郊野菜 フ ザ リ ウ

ム 病害の環境保全防除技術の確立J (大阪， 奈良， 広島，

山 口 ) ， r性 フ ェ ロ モ ン お よ び天敵利 用 を 基軸 と し た リ ン

ゴ と モ モ 害虫の 減農薬防除技術の 確立J (平成 8�10 年

度 : 和歌山， 広島， 埼玉， 愛知) が実施 さ れて い る 。

「地域先端技術共 同研究開発促進事業J (平成II 年度

要求額 376百万円) で は ， r ウ イル ス 病害制御技術の 開

発」 が実施 さ れて い る 。
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